
第１号様式（第６条関係） 

  

京都市危険木等伐採支援事業計画書（危険木） 

 

（宛先）京都市長 年  月  日 

申請者の住所（自治会等にあって

は申請する担当者の住所地） 

申請者の氏名（自治会等にあっては、名称及び代

表者名） 

 

 

担当：       電話   － 

 

項目 計画内容 

事業計画期間   年  月  日 ～   年  月  日 

事業主体区分 

□危険木を所有する者 

□危険木により直接的な被害を受ける恐れのある者 

□自治会等 

□森林組合 

保全対象 
□住宅等   □インフラ施設   □河川   □その他

（     ） 

危険木の所在

地 
京都市   区   

危険木の状態 

□空洞  □亀裂  □腐朽  □枯れ  □病害虫  □傾倒 

※危険木の状態の詳細を記載してください。 

（                           ） 

伐採本数     本 

実施内容  

危険木の処分

方法 

□根際から伐採し現場集積 

□根際から伐採し搬出処分（搬出処分に要する経費は対象外） 

事業費        円 

添付書類 

□見積書の写し（原則２者以上） 

□位置図 

□別表１の症状に該当することが分かる写真 

□保全対象に被害を与える恐れがあることが分かる写真 

□危険木を所有する者からの事業実施承諾書の写し 

注 該当する□にレ点を記入してください。 

注 直接的な被害を受ける恐れのある者が、危険木を所有する者のみの場合は、本事業

の対象とはなりません。 

注 事業計画を承認した場合でも、補助金交付申請書の提出までに予算に達した場合は、 

申請書を受理できませんので、予め御了承ください。 



第２号様式（第６条関係） 

  

京都市危険木等伐採支援事業計画書（要伐採木） 

 

（宛先）京都市長 年  月  日 

自治会等の住所（代表者又は担当

者の住所地） 

自治会等の、名称及び代表者名 

 

 

担当：       電話   － 

 

項目 計画内容 

事業計画期間   年  月  日 ～   年  月  日 

要伐採木の所

在地 
京都市   区   

事業費        円 

添付書類 

□見積書の写し（原則２者以上） 

□位置図 

□保全対象に被害を与える恐れがあることが分かる写真 

□要伐採木を所有する者からの事業実施承諾書の写し 

□施設管理者等との立会記録書 

□その他（                        ） 

注 該当する□にレ点を記入してください。 

注 事業計画を承認した場合でも、補助金交付申請書の提出までに予算に達した場合は、 

申請書を受理できませんので、予め御了承ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式（第７条関係） 

 

京都市危険木等伐採支援事業補助金交付申請書（危険木） 

 

（宛先）京都市長 年  月  日  

申請者の住所（自治会等にあっては申請す

る担当者の住所地） 

申請者の氏名（自治会等にあっては、名称及び代表者名） 

 

 

 

担当：       電話   － 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により補助金の交付を申請します。 

事業箇所 京都市   区 

危険木の状態 

□空洞  □亀裂  □腐朽  □枯れ  □病害虫  □傾倒 

※危険木の状態の詳細を記載してください。 

（                           ） 

伐採本数      本 

実施内容 
□根際から伐採し現場集積 

□根際から伐採し搬出処分（搬出処分に要する経費は対象外） 

補助対象経費          円 

補助を受けようと

する補助金の額 
         円 

実施予定年月日    年   月   日 

添付書類 

□見積書の写し（原則２者以上） 

□位置図 

□別表１の症状に該当することが分かる写真 

□保全対象に被害を与える恐れがあることが分かる写真 

□危険木を所有する者からの事業実施承諾書の写し 

仕入控除税額 

の取扱 

□第４条に基づき消費税及び地方消費税額を補助対象経費から除外（森林組合） 

□消費税仕入控除税額を減額 

□消費税仕入控除税額が未確定 

□消費税仕入控除税額が無い（以下のうち該当する□にレ点を記入。） 

□免税事業者            □簡易課税制度の適用を受ける者 

□地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公

益法人等）または人格のない社団・財団であって、当該事業年度における

補助金等の特定収入割合が 5％超になることが確実に見込まれる者 

注 該当する□にレ点を記入してください。 

  



第５号様式（第７条関係） 

 

京都市危険木等伐採支援事業補助金交付申請書（要伐採木） 

 

（宛先）京都市長 年  月  日  

申請者の住所（自治会等にあっては申請す

る担当者の住所地） 

申請者の氏名（自治会等にあっては、名称及び代表者名） 

 

 

 

担当：       電話   － 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により補助金の交付を申請します。 

事業箇所 京都市   区 

伐採本数      本 

伐採面積      ha 

実施内容 
□根際から伐採し現場集積 

□根際から伐採し搬出処分（搬出処分に要する経費は対象外） 

補助対象経費 円    

補助を受けようと

する補助金の額 
円    

実施予定年月日 年   月   日    

添付書類 

□見積書の写し（原則２者以上） 

□位置図 

□保全対象に被害を与える恐れがあることが分かる写真 

□伐採の対象となる木を所有する者からの事業実施承諾書の写し 

□施設管理者等との立会記録 

□その他（                       ）  

仕入控除税額 

の取扱 

□消費税仕入控除税額を減額 

□消費税仕入控除税額が未確定 

□消費税仕入控除税額が無い（以下のうち該当する□にレ点を記入。） 

□免税事業者            □簡易課税制度の適用を受ける者 

□地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公

益法人等）または人格のない社団・財団であって、当該事業年度における

補助金等の特定収入割合が 5％超になることが確実に見込まれる者 

注 該当する□にレ点を記入してください。



第７号様式（第９条関係） 

京都市危険木等伐採支援事業補助金概算払請求書 

（宛先）京都市長      年    月    日 

申請者の住所（自治会等にあっては申請

する担当者の住所地） 

申請者の氏名（自治会等にあっては、名称

及び代表者名） 

 

 

 

 京都市危険木等伐採支援事業補助金交付要綱第９条の規定により補助金の概算 

払を請求します。 

交 付 決 定 日 及 び 番 号     年  月  日付け    第   号 

交 付 予 定 額                    円 

概 算 払 請 求 額                    円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第８号様式（第１０条関係） 

 

京都市危険木等伐採支援事業変更承認申請書 

 

（宛先）京都市長 年  月  日  

申請者の住所（自治会等にあっては代表者

又は担当者の住所地） 

申請者の氏名（自治会等にあっては、名称及び代表者名） 

 

 

 

担当：       電話   － 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第１１条の規定により変更の承認を申請します。 

交付決定日及び 

決定番号 
  年  月  日  京都市指令   第   号 

事業箇所 

変更前 京都市   区 

変更後 京都市   区 

補助対象経費 

変更前 円     

変更後 円     

補助を受けようと

する補助金の額 

変更前 円     

変更後 円     

その他の理由  

添付書類 

□変更する経費がわかるもの（見積書、納品伝票等） 

□位置図 

□別表１の症状に該当することが分かる写真 

□保全対象に被害を与える恐れがあることが分かる写真 

□危険木等を所有する者からの事業実施承諾書の写し 

□施設管理者等との立会記録 

□その他（                   ） 

仕入控除税額 

の取扱 

□第４条に基づき消費税及び地方消費税額を補助対象経費から除外（森林組合） 

□消費税仕入控除税額を減額 

□消費税仕入控除税額が未確定 

□消費税仕入控除税額が無い（以下のうち該当する□にレ点を記入。） 

□ 免税事業者          □ 簡易課税制度の適用を受ける者 

□ 地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、

公益法人等）または人格のない社団・財団であって、当該事業年度におけ

る補助金等の特定収入割合が 5％超になることが確実に見込まれる者 

注 該当する□にレ点を記入してください。 

注 添付書類は、変更があったもののみ添付してください。



第９号様式（第１０条関係） 

 

京都市危険木等伐採支援事業中止・廃止承認申請書 

 

（宛先）京都市長 年  月  日  

申請者の住所（自治会等にあって

は代表者又は担当者の住所地） 

申請者の氏名（自治会等にあっては、名称及び代

表者名） 

 

 

担当：       電話   － 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例

第１１条の規定により 

□中止 

□廃止 
の承認を申請します。 

交付決定日及び決定番号    年  月  日  京都市指令   第   号 

中止・廃止の理由  



第１０号様式（第１１条関係） 

 

京都市危険木等伐採支援事業実績報告書 

 

（宛先）京都市長 年  月  日  

申請者の住所（自治会にあっては代表者又

は担当者の住所地） 

申請者の氏名（自治会等にあっては、名称及び代表者名） 

 

 

 

担当：       電話   － 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条の規定により当該補助事業の実績を報告します。 

事業箇所 京都市   区 

補助対象経費 円     

補助を受けようと 

する補助金の額 
円     

完了年月日 年   月   日     

添付書類 

□補助事業に要した費用の内訳を示す請求書の写し 

□補助対象に要した費用の支出を証する領収書等の写し 

□位置図 

□事業完了前後の写真  

仕入控除税額 

の取扱 

□第４条に基づき消費税及び地方消費税額を補助対象経費から除外（森林組合） 

□消費税仕入控除税額を減額 

□消費税仕入控除税額が未確定（確定後に第１１号様式を提出すること。） 

□消費税仕入控除税額が無い（以下のうち該当する□にレ点を記入。） 

□免税事業者            □簡易課税制度の適用を受ける者 

□地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公

益法人等）または人格のない社団・財団であって、当該事業年度における

補助金等の特定収入割合が 5％超になることが確実に見込まれる者 

注 該当する□にレ点を記入してください。



第１１号様式（第１２条関係） 

 

 年 月 日 

 

（宛先）京都市長 

 

所在地      

名  称 

代表者名       

 

 

京都市危険木等伐採支援事業補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額

報告書 

 

    年  月  日付け       第   号で確定通知のあった上記補助事

業に関する    年度消費税及び地方消費税の額について確定しましたので、京都市

危険木等伐採支援事業補助金交付要綱第１２条の規定により、報告します。 

 

 

１ 補助対象経費及び補助金額（市長が確定通知書により通知した額） 

   補助対象経費         円 

   補助金額           円 

 

２ 消費税及び地方消費税の額の確定に伴う補助対象経費に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額 

                  円 

 

３ 補助対象経費（１から２を減額した額） 

                  円 

 

４ ３に係る補助金額 

                  円（１との差額        円） 

 

注 別紙として２の金額がわかるものを添付してください。 


